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概要版 研究目的： 

 ①諸外国の産業精神保健法制度の背景・特徴・効果を解明し、②わが国への適応

可能性を探ること。 

研究方法： 

 本年度と次年度の調査研究は、①を目的としているが、本年度は、イギリス、デン

マーク、ドイツ、フランス、アメリカの関連法制度につき、関連領域の専門家から必要

な視点について示唆を得つつ、文献調査（ドイツのみ海外渡航調査も行われた）を実

施した。 

結果と考察： 

 積極性に濃淡こそあれ、調査対象国のいずれにおいても、それぞれの国の個性、

法制度展開の脈絡に見合ったアプローチでこの問題への対応を図ってきた（＊結果

的に、各国の労働・社会保障政策、とりわけ安全衛生法政策のノウハウのエッセンス

が凝縮されているような様相を呈している）が、確たる成果を挙げているとまではいえ

ない。少なくとも、政策レベルでは、講じた対策と成果の因果関係が明確になってい
ない。 しかし、積極的取り組みを行っている国では、試行錯誤の過程で個別的な成

功・失敗事例の集積が図られて来ており、そのうち成功例はおおむね、一定の標準

を踏まえつつ、個々の事業の個性や脈絡を踏まえたオーダーメードの取り組みであ

ることがうかがわれる。 

結論： 

 国の産業精神保健法政策でも、いわば性能要件化（：一律的な規準への適合性審

査ではなく、現場で実効性のあがる方策の許容と国の法政策への積極的な吸収）へ

の発想の重点の移行ないし追加が求められることとなる可能性がある。要件となる

性能の指標としては、休業率、作業関連疾患罹患率（筋骨格障害（musculoskeletal 

disorder）や心臓血管系疾患（cardiovascular disease）など器質性疾患の罹患率を含

む）、自発的離職率、職場の労働環境に関する問題とこれらの指標との因果関係、

職務満足感、業務パフォーマンス、守秘条件下での意見聴取の結果などが考えられ

る。事業場ごとの実施を促進すべき手続としては、事例の積み重ねと検証、専門家

の関与、リスクのレベルによる分類を含めたリスク評価と対応上の優先順位の設
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定、リスク評価手続への労使の関与、手続の設定や運用全般に関わる労使の合

意、職場内の法定議決機関（＋公的な審査機関）による審査と議決、アクションプラ
ンの作成・周知と実施体制の整備、関係者への教育訓練などが考えられる。 また、

予防効果が科学的に確認できるか否かにかかわらず、基本的人権の保護の観点か

ら、ハラスメント防止や雇用平等の充実化を図る必要が生じる可能性もある。 

公開日 2012年06月21日

更新日 -
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